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1．はじめに 

自家用車への依存度の高い多くの地方都市では、近年、

公共交通の衰退が著しく、移動手段の確保が喫緊の課題

となっている。このため、AI デマンド交通や MaaS
（Mobility as a Service）などの新たなモビリティの導入や

社会実験等が進められている。このようなモビリティサ

ービスが都市内人口分布に及ぼす影響を把握することは、

コンパクトシティ政策を進める上で不可欠である。 
本研究では、MaaS や自動運転モビリティ等の新たな

モビリティサービスの導入が都市内の交通および人口分

布に及ぼす影響を分析可能なモデルを岡田（2023）1)、鈴

木・南（2023）2)を参考に構築する。さらに、徳島県徳島

市を対象に実証モデルを構築し、新モビリティサービス

導入による将来時系列の都市内人口分布への長期的影響

を分析する。 
 
2．理論モデル 

2.1 モデルの全体構造 

モデルは、岡田 1)と同様に、都市内人口分布推計モデ

ルと交通モデルを準動学で組み合わせ、土地利用と交通

の相互依存関係を考慮しつつ、時系列の人口分布推計が

可能なものとする。 

2.2 都市内人口分布推計モデル 

都市内人口分布推計モデルは、岡田 1)、鈴木・南 2)と同

様に、都市内転居を対象とする立地均衡と自然増減・都

市外流入出を推計するコーホート要因法を組み合わせた

構成とする。岡田 1)、鈴木・南 2)のモデルでは、交通行動

との整合性等を考慮して「個人」を転居の基本単位とし

ている。しかし、転居は世帯単位で行われることが多い

ことから、本研究では「世帯」を転居の基本単位とする。

都市内人口分布推計モデルのフローを図-1 に示す。 
本研究では、価格変数を住宅床 1m2 あたりの年間賃料

とすることで、既往研究 1)2)で考慮されていない住宅タイ

プ間の立地の競合を考慮する。なお、世帯の転居行動は、

自動車を日常的に利用できる世帯と利用できない世帯で

異なると仮定する。住宅タイプ間の立地の競合を考慮し

た立地均衡を(1)式に示す。 
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ここで、下付添字の i はゾーン、c は自動車日常利用の

可否、g は年齢階層、h は住宅タイプ、t は期を表す。D

は住宅床需要、S は住宅床供給、r は価格変数を住宅床

1m2 あたりの年間賃料である。 

 
図-1 都市内人口分布推計モデルのフロー 

世帯による各ゾーンの立地需要は、圏域全体の域内転

居意思有の世帯数に転居先としての当該ゾーンの選択確

率を乗じて求められる。転居先ゾーンの選択確率は、

(2)(3)式で表される。 
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ここで、P はゾーン選択確率、V は部分効用、τは部分

効用で表現できないゾーン固有の魅力、I は所得、Z は住

環境評価指標ベクトルである。 
2.3 交通モデル 

本研究の交通モデルは、岡田 1)と同様に「個人」を基

本単位として、発生、分布、分担、配分の 4 段階に分け

て推計を行う伝統的な四段階推定モデルとする。本モデ

ルでは、各ゾーンの人口（人口分布）とネットワーク条

件より、交通渋滞等の交通状況を予測し、各ゾーン間の

移動所要時間を出力する。 
各ゾーンの発生交通量は、(4)式より推計されるものと

する。 
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ここで、下添字の p はトリップ目的を表す。また、Q 
は発生交通量、POP は人口、q は生成原単位を表す。 
 各ゾーンでの発生交通量の目的地の比率は、トリップ

目的別に異なると仮定し、トリップ目的が「通学、帰宅」
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の場合は(5)式、「通勤、業務、私用」の場合は(6)式より分

布交通量を算出する。 
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ここで、下添え字の j は目的地、p はトリップ目的｛p 
=1：通勤、p =2：通学、p =3：業務、p =4：帰宅、p =5：
私事｝を表す。また、NW は従業者数を表す。 

各ゾーン間の交通手段別の交通量は、(7)式より推計す

る。 
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ここで、下添字の m は交通手段を表す。また、TR は
交通分担率を表す。 
 各ゾーン間の自動車の交通量を「利用者均衡配分法」

により各道路ネットワークに配分し、各道路の自動車交

通量、所要時間を算出する。 
 
3．徳島市を対象とする実証モデル 

3.1 対象地域とゾーン区分 

対象地域は、徳島市とする。分析の単位地域は、徳島

市全域で 1km メッシュとする。 
3.2 都市内人口分布推計モデル 

(3)式のパラメータは、鈴木・南 2)のものを流用する。

また、(2)式のτなどの推定を行うため、初期（2020 年）

における床賃料（1m2 あたり）、最寄りの公共交通機関ま

での所要時間などのデータをゾーン毎に設定する。 
 各ゾーンの床賃料は、各ゾーンの 1m2 あたり地価、徳

島市における土地面積、住宅床面積、住宅賃料および 1m2

あたり地価の平均値から推計する。各ゾーンの 1m2 あた

り地価は、徳島市の地価公示データ（2020）より地価関

数を推定し推定結果と各ゾーンにおける各変数の水準か

ら推計する。 
3.3 交通モデル 

 (4)式の生成交通原単位は、「平成 12 年都市交通特性調

査」より設定した。トリップ目的比率は「令和 3 年度都

市交通特性調査」の「移動目的構成」の比率に基づき設

定した。起点を対象地域内に持ち終点を対象地域外に持

つ「内外トリップ」、起点を対象地域外に持ち終点を対象

地域内に持つ「外内トリップ」の分布交通量については、

「令和 3 年度年度全国道路・街路交通情勢調査_一般交通

量調査_集計表」における主要道路の市境付近の交通量に

基づき推計し、将来も変化しないと仮定した。 
 代表交通手段は、「鉄道」「バス」「自動車」「二輪車」

「自転車」「徒歩」の 6 種とし、(7)式の交通分担率 TR は、

「令和 3 年都市交通特性調査」の「代表交通手段構成」

に基づき設定し、固定値とした。 
 交通ネットワークは、一般都道府県以上のリンクに、

各ゾーン中心からのダミーを接続したものを仮定する。

設定した交通ネットワークを図-2 に示す。 

 
図-2 交通ネットワーク 

 

4．趨勢ケースの人口分布推計 

都市内人口分布推計モデルのみを用い、2020 年から

2045 年までの現状趨勢ケース（施策なし）の都市内人口

分布の将来推計を実施した。2020 年と比較した 2045 年

時点での人口増減率を図-3 に示す。2045 年の人口は、徳

島駅周辺では減少し、郊外部では増加傾向にある。 

 
図-3 2020～2045 年の人口分布変化率（趨勢ケース） 

 
5．まとめと今後の課題 
本研究では、新モビリティサービスの導入が都市内人口

分布に及ぼす影響が検討可能なモデルを構築した。さら

に、交通モデルでは徳島市の交通ネットワークを設定し、

OD 表を完成させた。また、施策を導入しない趨勢ケース

では中心市街地から郊外部へ人口が拡散し、都市のコン

パクト化に反する影響が表れることが分かった。 
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